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経済安全保障と自由貿易のバランスも重要 

 

◆経済安全保障への関心が高まる 

経済安全保障への関心が急速に高まっている。自民党は昨年、このテーマを検討する
新国際秩序戦略創造本部を立ち上げ、政府への提言をまとめたほか、今年 5月にはその
後の中間取りまとめを公表した。こうした流れを受けて、岸田新政権では初めて経済安
全保障の担当大臣が設置された。経済界も、経済同友会がこの問題に関して企業変革や
政府支援を求める提言を出すなど、やはり喫緊の課題としての認識を強めている。 
 

◆世界の主要国も対策を強化 

安全保障といえば、まずは軍事・防衛面での対応が思い浮かぶが、国の存立と繁栄を
確保するうえでは経済の観点も欠かせない。たとえば、石油資源の多くを輸入に依存す
るわが国は以前から、調達先の確保や輸送路の安全などエネルギー安全保障に腐心して
きた。 
近年、グローバル化が進展し、世界各国は戦略物資における対外依存度を高めている。

その一方、政治情勢や感染症、自然災害などによってそれら物資の供給網が寸断される
リスクも同時に増大している。実際、コロナ禍の初期段階ではマスクの供給が滞り、ま
た足もとでは半導体の不足が多くの製造業のボトルネックになる事態が生じている。特
に半導体は、製造拠点が台湾など一部地域に偏っており、今後、米中対立の影響が及び
やすいこともあって、中長期的にもその確保が切迫した問題となっている。 
国家資本主義を標榜する中国は、従来から国策として電子部品など重要産業の育成に
取り組んできたが、足もとでは米国のバイデン政権もサプライチェーン強靭化に本腰を
入れ、半導体産業の育成・支援のための財政支出を検討中である。EUも自動車 EV化の
カギを握る電池産業の育成政策を導入している。このように、世界的にも経済安全保障
への取り組みを強化する動きがみられる。 



2021. 10. 27  

© Copyright 三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社 2021 All Rights Reserved.（無断転載複写を禁じます）  2 
 

◆戦略的自律性と戦略的不可欠性 

もっとも、経済安全保障には明確な定義があるわけではなく、その対象はエネルギー・
食糧等の確保から、サイバーセキュリティ、技術保護、人材育成、産業競争力の向上な
ど、きわめて多岐にわたる。前述の自民党の提言では、「戦略的自律性」と「戦略的不
可欠性」の二つの観点が示されている。まず、「自律性」とは、他国への依存度を減ら
し国内あるいは同盟国・友好国からの安定調達を確保することで、いわば「守り」の安
全保障といえる。一方の「不可欠性」は、他国がわが国に依存する、換言すればわが国
の製品や技術がなければその国が困る状況にするということであり、こちらは「攻め」
の側面が強いといえるだろう。 
 

◆自由貿易とのバランスにも配慮は必要 

いずれの観点も非常に重要であり、方向性はまったく正しい。ただ、留意点もある。
物資の調達において性急に内製化や調達先変更を進めることは、場合によっては自由貿
易のメリットを損なう可能性がある。価格や品質など経済活動の効率性と長期的な安定
性・持続性とのバランスを十分に考慮する必要があろう。 
また、半導体など特定産業を政府が選定し補助金等によって政策的に支援することは、
国家間競争の下では不可欠といえる。しかし、競争力の源泉はあくまでも民間企業の創
意と活力である。政府の支援がその呼び水となることを期待するが、政府の産業政策だ
けに頼ってしまわないことが肝要である。 

～ 調査部発表の経済レポートはこちら ～ 
 https://www.murc.jp/report/economy 
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